
現状把握 部 Dｏ   現在や い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意図 事業 対象 う したい

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変

 .対象 何 対象 し い ～人 公共施設 自然資源

％

, ,

人

ト タルコ ト ＋

間
人
件
費

.

簡易水 施設設置 経過し 各施設 機器 経 劣 著
しい 機器 更新 必要 た

昭和 美生地区簡易水 創設 始 箇所 簡易
水 施設 設置さ 施設 維持管理事業 始 た

成果指標

 . 事務事業 開始した背  .事務事業 巻く状況 今後 予測 う変わ た う

％
成果指標

簡易水 施設 常 機能さ

簡易水 施設

％

ｋｍ

目標目標
度度

予算 目標単 度

安全 水 水 安定供給

◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意図 成度合 表 指標

率

％

称

施設稼働率

,

, ,

, , , ,

事務事業及び各指標 変更

, ,
, ,

, ,, ,

, ,

.

目標

度

, ,

単

配水管延長

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

称

及率 ％

度

箇所浄水場 配水池 数

単

箇所対象機器 数

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

称

称

修理改善さ た機器数 箇所

度
度

作成日 成

開始 度 昭和
毎 繰返事業

簡水特別

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者
線番号

純

水 法

所属
部門

事務事業 簡易水 美生 美生 河 施設維持管理事業

成 事務事業マネ メント ト 
事務事業

性格

西川 一浩課長

予算
科目

会計区 款 項

成事業期間

予算 事業

度

目

線
水 課 水 工務係

日

簡易水 施設 常 機能さ 安全安心 水 水 安定的 供給 た
維持管理事業 実施

総合
計
体系

簡易水 美生 美生 河 施設維持管理事業

箇所修理さ た配水設備数

施策

自然 調和した生活環境 整備 環境 保全

法 根

水 整備

基 目標

政策

快適 安全安心 暮 し 支え ち く

訳 実績
度

事業費計 , ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 他 使用料等
投
入
量  職員従事人数

 一 般  源 , ,

 
 

 

 人工数 業務量

活動指標 箇所
箇所

人件費計

箇所
対象指標 箇所

ｋｍ

 ％



◇ 民等 意見 要望  民 声 う 映さ た ト 段 改善 改革 概要 明

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 た評価
 必要性 あ 理由  必要性 い 理由

 大 縮小 改革改善案  大 縮小 い 理由

 向 改革改善案  向 い 理由

 廃 休 統廃合 影響 あ 理由  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理由

 益 担 適 あ 理由  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   民等 意見 要望や評価結果 た改革案 今後 度 降 計

度

降

組

経過し い 施設及び管路 増加し い 施設や管路 更新 膨大 費用 発生 定期的 点検
等 実施し既設施設 長期 わた 利用 う維持管理 行 いく

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

濁 水対策 し 成 度 河 簡易水 区域 配水管洗浄工事 実施し 配水 管 付着し い 汚 等 解消 図 た
配水管路 端区間 伴い付着物 減少し た 及び配水 管等 施設更新事業 始 成 度 管洗浄 休 し
い

機器 劣 修繕事業費及び業務時間 々増加 傾向 あ た既存施設 長期 わた
利用 た 点検や清掃 費用 増加

た維持管理 民間 委 方法 あ 必 し コ ト わ い

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い

度

組

地域 民 貴重 ライフライン あ 廃 休 民 生活 与え 影響 大
い

事務事業 成果指標 さ
伸ば

水 課

.事業費 ト タルコ ト
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
した場合 支障 あ

.廃 休 類似事業
統廃合余地

成
果

.対象 意図 大 縮小
余地

対象 意図 広 た 逆 狭
た い

. 民等 意見 要望

. 関与 必要性

所属部門事務事業

維持 ○

既存施設 配水池等 構造物 建設 経過し 長期 わた 利用 う 部
点検 清掃等 実施 機器 管路 い 適時点検修理 行い長期 わた 利用 う

維持管理し いく

削減

向

コ ト

増加

現状維持

 .改革 改善 期待成果

予算増大

水 工務係

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 余地

事務事業 税金
投入し 行わ ば

い

水 法第 条 規定 原則 し 事業 実施 た 民 重要 ライフライン 確保
公共 役割 あ

安定した供給施設 確保 た 計 的 管理 進 発生対応型 維持管理 求
大 縮小 い

常 水 水 安定的 供給 う維持管理 行い 計 的 更新管理し い

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課題や解決策 あ 場合 合わ 入

 事務事業 対し 民
 ット イ 広聴制度
 た 議会や関係者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

簡易水 区域 水 区域 水 使用料金 一単価 あ 区域 差 い料金体系
い 現状歳入歳出 バラン 益者 担 原則 保た い 今後施設 老朽 等

施設更新 増加し歳入歳出 バラン 崩 た場合 料金改 等 必要

程前 濁 水 発生及び配水管 劣 破損等 民

※ 映さ た具体案 ト 段 改善 改革 概要 明

効
性
評
価

.成果 向 余地

簡易水 美生 美生 河 施設維持管理事業



現状把握 部 Dｏ   現在や い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意図 事業 対象 う したい

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変

 .対象 何 対象 し い ～人 公共施設 自然資源

％

, ,

人

ト タルコ ト ＋

間
人
件
費

.

新た 給水工事 対応及び配水本管布設工事 実施昭和 美生地区簡易水 事業 供用開始 あわ
配水本管等 整備事業 始 後 美生簡易水
河 簡易水 供用開始さ 現在 至 い

成果指標

 . 事務事業 開始した背  .事務事業 巻く状況 今後 予測 う変わ た う

％
成果指標

水 水 安定供給及び未 及世帯 供給

配水本管及び給水装置 新設

目標目標
度度

予算 目標単 度

安全 水 水 安定供給

◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意図 成度合 表 指標

％

称

率

,

,

, ,

事務事業及び各指標 変更

, ,
, ,

, ,,

, ,

.

目標

度

△ ,

単

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

称

及率 ％

度

戸給水装置設置戸数

単

配水管移設延長 ｍ

Kｍ簡易水 配水本管延長

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

称

称

給水工事件数 公 部 件

度
度

作成日 成

開始 度 昭和
毎 繰返事業

簡水特別

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者
線番号

本 純

水 法

所属
部門

事務事業 簡易水 配水本管等整備事業

成 事務事業マネ メント ト 
事務事業

性格

西川 一浩課長

予算
科目

会計区 款 項

成事業期間

予算 事業

度

目

線
水 課 水 工務係

日

簡易水 配水本管布設及び給水工事 公 部 業務 実施

総合
計
体系

簡易水 配水本管等整備事業

ｍ配水管布設延長

施策

自然 調和した生活環境 整備 環境 保全

法 根

水 整備

基本目標

政策

快適 安全安心 暮 し 支え ち く

訳 実績
度

事業費計 , ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 他 使用料等
投
入
量

, ,

 職員従事人数

 一 般  源 △ ,

 

 
 

 人工数 業務量

活動指標 ｍ
件

人件費計

ｍ
Kｍ

対象指標 戸



◇ 民等 意見 要望  民 声 う 映さ た ト 段 改善 改革 概要 明記

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 た評価
 必要性 あ 理由  必要性 い 理由

 大 縮小 改革改善案  大 縮小 い 理由

 向 改革改善案  向 い 理由

 廃 休 統廃合 影響 あ 理由  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理由

 益 担 適 あ 理由  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   記 民等 意見 要望や評価結果 た改革案 今後 度 降 計

度

降

組

他 路工事等 い 水 管 移設等 必要 い 関係機関 連絡 密 行う

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

配水管及び給水管 布設工事 地域 民 快適 安全安心 生活 確保 た あ 削
減 い

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い

度

組

地域 民 貴重 ライフライン あ 廃 休 民 生活 与え 影響 大
い

事務事業 成果指標 さ
伸ば

水 課

.事業費 ト タルコ ト
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
した場合 支障 あ

.廃 休 類似事業
統廃合余地

成
果

.対象 意図 大 縮小
余地

対象 意図 広 た 逆 狭
た い

. 民等 意見 要望

. 関与 必要性

所属部門事務事業

維持 ○

 成 度 配水管 移設 既設添架管 撤去 行う予定 あ た 海 事業 あ 渋山新橋
既設橋梁撤去工事 成 度 先送 たた 既設添架管 撤去 い 一時期
施工したほう 経費並び 施工 滑 進 成 度 先送 した

削減

向

コ ト

増加

現状維持

 .改革 改善 期待成果

水 工務係

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 余地

事務事業 税金
投入し 行わ ば

い

水 法第 条 規定 原則 し 事業 実施 た 民 重要 ライフライン 確保
公共 役割 あ

配水本管及び給水管 布設 未 及世帯 水 水 安定供給 欠 い 事業 縮小
い

常 水 水 安定的 供給 う計 的 更新管理し い 向 い

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課題や解決策 あ 場合 合わ 記入

 事務事業 対し 民
 ット イ 広聴制度
 た 議会や関係者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

公 部 給水工事費 い 申請者 給水工事 担金 手数料等 担し い
費用 担 適 い た水 本管 未整備 敷地 い 個人 担 施工 許

可 し い

※ 映さ た具体案 ト 段 改善 改革 概要 明記

効
性
評
価

.成果 向 余地

簡易水 配水本管等整備事業



( )

現状把握の部（Dｏ） → 現在やっていること
◇事務事業の目的と効果
 1.手段（事業の概要）

 3.意図（この事業によって、対象をどのようにしたいか）

 4.結果（どんな結果に結び付けるのか）

→

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

◇事務事業の環境変化

 人工数(業務量)

活動指標
48

台
台

人件費計（B）

台

円

2

対象指標

 

457

100

3

457 454

内　訳 (実績)
28年度

事業費計（A） 1,521,093

(実績)
30年度

事
業
費 円

円

円
 地　 方　 債

 国・道支出金

 その他(使用料等)
投
入
量

円
円

 正職員従事人数

 一 般 財 源 683,521

計量法に基づき、メーターの更新取替及び新設用水道メーターの購入事業を
実施する。

総合
計画
体系

簡易水道給水事業費2

台新設台数

2

施策名

自然と調和した生活環境の整備と環境の保全

1

②

法令根拠

上下水道の整備

基本目標

政策名

快適で安全安心な暮らしを支えるまちづくり

平成事業期間

月 20

予算上の事業名

30 年度

目

内線
水道課 水道工務係

日

所属
部門

事務事業名 簡易水道給水設備事業

平成 事務事業マネジメントシート 
事務事業
の性格

西川　一浩課長名

予算
科目

会計区分 款 項

①

名　　称

更新取替台数 台

年度から
年度まで

作成日 平成 30 年 4

開始年度 昭和
毎年繰返事業

簡水特別

 5.活動指標（手段や活動内容を表す指標）

単　位

担当者名
内線番号

平本　純
422

43

水道法・計量法

単　位

③

台水道メーター設置台数①

②

 6.対象指標（対象の大きさを表す指標）

名　　称

①

単　位

③

（目標)
34年度

③

 8.上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

③

単　位

②

無

名　　称

普及率 ％

32年度

0.0792

0

（目標)

(年度から）

5,856,992
408,844

6,265,836

205

1,043,954 616,142

事務事業及び各指標の変更

3

88

有

2,949,000
3,016,000

3,016,0006,881,978

837,572 67,000

正確な有収水量の計測

水道メーター

（目標)（目標)
33年度31年度

(予算・目標)単位 29年度

計量法を遵守するとともに、水道普及率を向上させる。

◇総事業費・指標等の推移

②

 7.成果指標（意図の達成度合を表す指標）

①

％

名　　称

特定合格率

84

 1.この事務事業を開始した背景  2.事務事業を取り巻く状況と今後の予測（どう変わったか、どうなるか）

％ 91
上位成果指標

85

0

計量法では、計量機器製造合格後８年を経過した計量器は、更新するよう定めら
れている。

水道メーターは、計量法対象計量器であることから、昭和43年
の上美生簡易水道創設から町で購入し貸し付けしてきた。
メーター器は設置後８年目を迎える年に更新取替事業を実施
してきた。

成果指標

 2.対象（何を対象にしているか～人、公共施設、自然資源など）

100 100

3

％

2,565,047

3人

トータルコスト(A)＋(B)

年間
人
件
費

3

円
0.1267



◇町民等からの意見・要望 → 町民の声をどう反映させたのかをシート下段の改善・改革の概要に明記

 意見がある　【具体例↓】  特定できる意見がない

評価の部（Sｅｅ） → 29年度実績からみた評価
 必要性はある　【理由↓】  必要性はない　【理由↓】

 拡大・縮小できる　【→改革改善案へ】  拡大・縮小できない　【理由↓】

 向上できる　【→改革改善案へ】  向上できない　【理由↓】

 廃止・休止・統廃合で影響がある　【理由↓】  影響がない　【→改革改善案へ】

 削減できる　【→改革改善案へ】  削減できない　【理由↓】

 受益・負担が適正である　【理由↓】  受益・負担が適正でない【→改革改善案へ】

改革・改善の部（Plan） → 上記の町民等の意見・要望や評価結果を受けた改革案・今後(30年度以降)の計画

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

6.受益と負担の適正化余地

なぜ、この事務事業は税金を
投入して、町が行わなければ
ならないのか

水道法第6条「事業の認可及び経営主体」規定により、町が行わなければならない。

計量法に沿って行う事業であることから、拡大・縮小はできない。

これ以上の達成度合いはあり得ない。

維持

改革・改善実施の方向性 1.改革・改善案の概要（現状で想定される課題や解決策がある場合には合わせて記入）

 この事務事業に対して、町民から
 のホットボイスなどの広聴制度、
 また、議会や関係者からの意
 見・要望が寄せられているか

目
的
妥
当
性
評
価

新設用メーター器口径別負担金として、受益者から負担してもらっていることから、費用負担が適切に行わ
れている。

※反映させた具体案はシート下段の改善・改革の概要に明記

有
効
性
評
価

3.成果の向上余地

簡易水道給水設備事業

 2.改革・改善による期待成果

水道工務係

維持 ○

 

削減

向上

コスト

増加

現状維持

1.町民等からの意見・要望

1.町の関与の必要性

所属部門事務事業名

5.事業費（トータルコスト）の
　削減余地

成果を下げずに事業費・業務
時間を縮減する手段・方策は
ないか

事務事業を廃止・休止・統廃合
した場合、支障があるか

4.廃止・休止・類似事業との
　統廃合余地

成
果

2.対象と意図の拡大・縮小
　余地

対象・意図を広げたり、逆に狭
めたりすることはできないか

計量法に定められた事業であることから、廃止・休止・統廃合はできない。

事務事業の成果指標をさらに
伸ばすことができるか

水道課

30
年
度
の
取
組

低下

31
年
度
以
降
の
取
組

 

※町民等の意見・要望に対する検討結果

事業費の主なものは、メーター器の購入及びメーター器取替工事費であることから、経費の削減はできな
い。

提供すべき対象へ提供できて
いるか、費用負担が適切にな
っているか



現状把握 部 Dｏ   現在や い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意図 事業 対象 う し い

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変

 .対象 何 対象 し い ～人 公共施設 自然資源

箇所

, ,

人

ト タルコ ト ＋

間
人
件
費

.

簡易水 施設設置 ０ 経過し 各施設 機器等 経 劣
著しい 機器 更新 必要 い 河 簡易水 区域
い 営事業 合併施工 水量増量 水質改善等 再整備 実

施し い 美生簡易水 い 漏水や機器故障 発生 増加傾
向 あ 更新 い 検討 必要 あ

簡易水 施設 設置さ ０ 経過し
施設 安定的 機能さ いく 計 的 機器更新

進 必要 あ 本事業 開始し

成果指標

 . 事務事業 開始し 背  .事務事業 巻く状況 今後 予測 う変わ う

箇所
成果指標

簡易水 施設 常 機能さ

簡易水 施設機器

目標目標
度度

予算 目標単 度

常 機器 運転 水 水 安定供給

◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意図 成度合 表 指標

箇所

称

整備さ 機器数

, ,

, , , ,

事務事業及び各指標 変更

, ,
, ,

, ,, ,

.

目標

度

, ,

単

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

称

及率 箇所

度

単

箇所整備対象機器数

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

称

称

浄水場 配水池 数 箇所

度
度

作成日 成

開始 度 昭和
毎 繰返事業

簡水特別

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者
線番号

本 純

水 法

所属
部門

事務事業 簡易水 施設整備事業

成 事務事業マネ メント ト 
事務事業

性格

西川 一浩課長

予算
科目

会計区 款 項

成事業期間

予算 事業

度

目

線
水 課 水 工務係

日

簡易水 施設 整備さ ０ 経過し 各施設機器 劣
著しい 次計 機器等 更新整備 実施

総合
計
体系

簡易水 施設整備事業

施策

自然 調和し 生活環境 整備 環境 保全

法 根

水 整備

基本目標

政策

快適 安全安心 暮 し 支え く

訳 実績
度

事業費計 , ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

, ,
 他 使用料等

投
入
量

, , , ,

 職員従事人数

 一 般  源 , ,

 人工数 業務量

活動指標
箇所

人件費計

箇所
対象指標



◇ 民等 意見 要望  民 声 う 映さ ト 段 改善 改革 概要 明

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 評価
 必要性 あ 理由  必要性 い 理由

 大 縮小 改革改善案  大 縮小 い 理由

 向 改革改善案  向 い 理由

 廃 休 統廃合 影響 あ 理由  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理由

 益 担 適 あ 理由  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   民等 意見 要望や評価結果 改革案 今後 度 降 計

度

降

組

河 簡易水 い 営事業 水利施設等保全高度 事業 特別型 産地 益力向 型 地帯総合整備型 地帯担い手支援
型 河 地区 当初計 採択時計 成 ６ 度 成 度実施予定 美生簡易水 美生簡易水 い 施設 管路
更新 い 検討し いく

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

営事業 合併施工 再整備 実施

機器 劣 修繕事業費及び業務時間 々増加し いく 維持管理 民間委
方法 あ 必 し 削減 い

機器更新 く施設や管路 い 更新 必要 く 今後コ ト 増加

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い

度

組

地域 民 貴重 ライフライン あ 廃 休 民生活 与え 影響 大 い

事務事業 成果指標 さ
伸ば

水 課

.事業費 ト タルコ ト
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
し 場合 支障 あ

.廃 休 類似事業
統廃合余地

成
果

.対象 意図 大 縮小
余地

対象 意図 広 逆 狭
い

. 民等 意見 要望

. 関与 必要性

所属部門事務事業

維持 ○

河 簡易水 い 営事業 水利施設等保全高度 事業 特別型 産地 益力向 型
地帯総合整備型 地帯担い手支援型 河 地区 合併施工 成 ６ 度 河
簡易水 区域 再整備 実施
※ 営 事業 い 成 度 変更 い

削減

向

コ ト

増加

予算増大

 .改革 改善 期待成果

水 工務係

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 余地

事務事業 税金
投入し 行わ ば

い

水 法第 条 規定 原則 し 事業 実施 民 重要 ライフライン 確保
公共 役割 あ

各施設 劣 し い 安定し 供給施設 確保 計 的 機器 更新 進
必要 あ 対象 大 縮小 い

常 水 水 安定的 供給 う計 的 更新 管理 し い 向
い

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課題や解決策 あ 場合 合わ 入

 事務事業 対し 民
 ット イ 広聴制度
 議会や関係者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

簡易水 区域 水 区域 水 使用料金 一単価 あ 区域 差 い料金体系
い 現状歳入歳出 バラン 益者 担 原則 保 い 今後施設 老朽 等

施設更新 増加し歳入歳出 バラン 崩 場合 料金改 等 必要

前 濁 水 発生及び配水管 劣 破損等 苦情 寄 い

※ 映さ 具体案 ト 段 改善 改革 概要 明

効
性
評
価

.成果 向 余地

簡易水 施設整備事業



( )

現状把握の部（Dｏ） → 現在やっていること
◇事務事業の目的と効果
 1.手段（事業の概要）

 3.意図（この事業によって、対象をどのようにしたいか）

 4.結果（どんな結果に結び付けるのか）

→

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

◇事務事業の環境変化

 2.対象（何を対象にしているか～人、公共施設、自然資源など）

100 100

77

％

34,632,151

3人

トータルコスト(A)＋(B)

年間
人
件
費

3

円
0.2062

0

計量法では、計量機器製造検定合格後８年を経過した計量器は、更新するよう
定められている。

水道メーターは、計量法対象計量器であることから、設置後８
年目を迎える年に更新取替事業を実施するよう定められてい
ることから、昭和３３年の水道創設当時から町がメーター器を
購入し貸付けしてきた。

成果指標

84 83

 1.この事務事業を開始した背景  2.事務事業を取り巻く状況と今後の予測（どう変わったか、どうなるか）

％ 91
上位成果指標

正確な有収水量の計測

水道メーター

（目標)（目標)
33年度31年度

(予算・目標)単位 29年度

計量法を遵守するとともに、水道普及率を向上させる。

◇総事業費・指標等の推移

②

 7.成果指標（意図の達成度合を表す指標）

①

％

名　　称

検定合格率

7,199,085

21,944,304

691

1,699,000 2,485,571

事務事業及び各指標の変更

3

905

有

33,212,000
39,751,000

39,751,00024,429,875

7,413,541 6,539,000

0.3195

0

（目標)

(年度から）

14,745,219

①

単　位

③

（目標)
34年度

③

 8.上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

③

単　位

②

無

名　　称

普及率 ％

32年度

単　位

③

台水道メーター設置台数①

②

 6.対象指標（対象の大きさを表す指標）

名　　称

①

名　　称

更新取替台数 台

年度から
年度まで

作成日 平成 30 年 4

開始年度 昭和
毎年繰返事業

上水道事業

 5.活動指標（手段や活動内容を表す指標）

単　位

担当者名
内線番号

平本　純
422

33

水道法・計量法

所属
部門

事務事業名 上水道給水設備事業

平成 事務事業マネジメントシート 
事務事業
の性格

西川　一浩課長名

予算
科目

会計区分 款 項

平成事業期間

月 20

予算上の事業名

30 年度

目

内線
水道課 水道工務係

日

計量法に基づき、メーターの更新取替及び新設用水道メーターの購入事業を
実施する。

総合
計画
体系

給水整備事業2

台新設台数

1

施策名

自然と調和した生活環境の整備と環境の保全

1

②

法令根拠

上下水道の整備

基本目標

政策名

快適で安全安心な暮らしを支えるまちづくり

内　訳 (実績)
28年度

事業費計（A） 32,933,151

(実績)
30年度

事
業
費 円

円

円
 地　 方　 債

 国・道支出金

 その他(使用料等)
投
入
量

円
円

 正職員従事人数

 一 般 財 源 25,519,610

7,014

100

100

6,903 6,914

 

 人工数(業務量)

活動指標
858

台
台

人件費計（B）

台

円

76

対象指標



◇町民等からの意見・要望 → 町民の声をどう反映させたのかをシート下段の改善・改革の概要に明記

 意見がある　【具体例↓】  特定できる意見がない

評価の部（Sｅｅ） → 29年度実績からみた評価
 必要性はある　【理由↓】  必要性はない　【理由↓】

 拡大・縮小できる　【→改革改善案へ】  拡大・縮小できない　【理由↓】

 向上できる　【→改革改善案へ】  向上できない　【理由↓】

 廃止・休止・統廃合で影響がある　【理由↓】  影響がない　【→改革改善案へ】

 削減できる　【→改革改善案へ】  削減できない　【理由↓】

 受益・負担が適正である　【理由↓】  受益・負担が適正でない【→改革改善案へ】

改革・改善の部（Plan） → 上記の町民等の意見・要望や評価結果を受けた改革案・今後(30年度以降)の計画

31
年
度
以
降
の
取
組

 

※町民等の意見・要望に対する検討結果

事業費の主なものは、メーター器の購入及びメーター器取替工事費であることから、経費の削減はできな
い。

提供すべき対象へ提供できて
いるか、費用負担が適切にな
っているか

30
年
度
の
取
組

低下

計量法に定められた事業であることから、影響は大きい。

事務事業の成果指標をさらに
伸ばすことができるか

水道課

5.事業費（トータルコスト）の
　削減余地

成果を下げずに事業費・業務
時間を縮減する手段・方策は
ないか

事務事業を廃止・休止・統廃合
した場合、支障があるか

4.廃止・休止・類似事業との
　統廃合余地

成
果

2.対象と意図の拡大・縮小
　余地

対象・意図を広げたり、逆に狭
めたりすることはできないか

1.町民等からの意見・要望

1.町の関与の必要性

所属部門事務事業名

維持 ○

 

削減

向上

コスト

増加

現状維持

 2.改革・改善による期待成果

水道工務係

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

6.受益と負担の適正化余地

なぜ、この事務事業は税金を
投入して、町が行わなければ
ならないのか

水道法第6条「事業の認可及び経営主体」の規定により、町が行わなければならない。

計量法に沿って行う事業であることから、拡大・縮小はできない。

これ以上の達成度合いはありえない。

維持

改革・改善実施の方向性 1.改革・改善案の概要（現状で想定される課題や解決策がある場合には合わせて記入）

 この事務事業に対して、町民から
 のホットボイスなどの広聴制度、
 また、議会や関係者からの意
 見・要望が寄せられているか

目
的
妥
当
性
評
価

新設用メーター器口径別負担金として、受益者から負担してもらっていることから、費用負担が適切になっ
ている。

※反映させた具体案はシート下段の改善・改革の概要に明記

有
効
性
評
価

3.成果の向上余地

上水道給水設備事業



現状把握 部 Dｏ   現在や い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意図 事業 対象 う したい

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変化

 .対象 何 対象 し い ～人 公共施設 自然資源

％

, ,

人

ト タルコ ト ＋

間
人
件
費

.

昭和３３ 来 回 張事業 実施し 施設整備 進 た 現在運転
中 機器 多 昭和 整備さ た機器 多 更新時期 過

い 状況 あ 次計 更新事業 実施し い

昭和３３ 水 創設 施設 維持管理事業 始
た た 坂 水配水池 成 十勝中部広域
水 企業団 水開始 伴い 施設 維持管理事業
始 た

成果指標

 . 事務事業 開始した背  .事務事業 巻 状況 今後 予測 う変わ た う

％
成果指標

浄水場 配水池施設 常 運転 施設 長期利用 向 た維持管理 実
施し い

浄水場 配水池

目標目標
度度

予算 目標単 度

施設 維持管理 安全 水 水 安定的供給

◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意図 成度合 表 指標

％

称

施設稼働率

,

, ,

, , , ,

事務事業及び各指標 変更

, ,
, ,

, ,, ,

, ,

.

目標

度

, ,

単

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

称

及率 ％

度

箇所浄水場 配水池 数

単

箇所対象機器 数

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

称

称

修理改善さ た機器数 箇所

度
度

作成日 成

開始 度 昭和
毎 繰返事業

水 事業

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者
線番号

本 純

水 法

所属
部門

事務事業 浄水場 配水池維持管理事業

成 事務事業マネ メント ト 
事務事業

性格

西川 一浩課長

予算
科目

会計区 款 項

成事業期間

予算 事業

度

目

線
水 課 水 工務係

日

浄水場 配水池施設 維持管理及び施設 各機器 常 安定的 運
転 た 管理業務

総合
計
体系

浄水場 配水池維持管理事業

施策

自然 調和した生活環境 整備 環境 保全

法 根

水 整備

基本目標

政策

快適 安全安心 暮 し 支え ち

訳 実績
度

事業費計 , ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 他 使用料等
投
入
量  職員従事人数

 一 般  源 , ,

 

 人工数 業務量

活動指標
箇所

人件費計

箇所
対象指標 箇所



◇ 民等 意見 要望  民 声 う反映さ た ト 段 改善 改革 概要 明

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 た評価
 必要性 あ 理由  必要性 い 理由

 大 縮小 改革改善案  大 縮小 い 理由

 向 改革改善案  向 い 理由

 廃 休 統廃合 影響 あ 理由  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理由

 益 担 適 あ 理由  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   民等 意見 要望や評価結果 た改革案 今後 度 降 計

度

降

組

施設更新 膨大 費用 発生 定期的 点検等 実施し既設施設 長期 わた 利用 う 維持管理 行
い

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

機器 劣化 修繕事業費及び業務時間 々増加 傾向 あ た既存施設 長期 わた
利用 う点検や清掃 行う事 費用 増加
維持管理 民間委 手法等 考え 必 し 削減 い

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い

度

組

地域 民 貴重 ライフライン あ 廃 休 民 生活 与え 影響 大
い 簡易水 事業 統合 進 た し 事業 変わ 施設 維持管理 必要

事務事業 成果指標 さ
伸ば

水 課

.事業費 ト タルコ ト
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
した場合 支障 あ

.廃 休 類似事業
統廃合余地

成
果

.対象 意図 大 縮小
余地

対象 意図 広 た 逆 狭
た い

. 民等 意見 要望

. 関与 必要性

所属部門事務事業

維持 ○

成 度 雄馬別地区 一部区域 通水 開始 今 維持管理 行う水
施設 増加 新規施設 い 機器等 把握し緊急時 迅 対応 う維持管理

行う た既存施設 構造物 い 長期的 わた 利用 う 部 点検 清掃等 実施

 
 
 
 
 
 

削減

向

コ ト

増加

現状維持

 .改革 改善 期待成果

水 工務係

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 化余地

事務事業 税金
投入し 行わ ば

い

水 法第 条 規定 原則 し 事業 実施 た 民 重要 ライフライン 確保
公共 役割 あ

安定した供給施設 確保 た 計 的 管理 進 発生対応型 維持管理 求
大 縮小 い

常 水 水 安定的 供給 う計 的 維持管理し い 向 い

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課題や解決策 あ 場合 合わ 入

 事務事業 対し 民
 ット イ 広聴制度
 た 議会や関係者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

水 区域 簡易水 区域 水 使用料金 一単価 あ 区域 差 い料金体系
い 現状歳入歳出 バラン 益者 担 原則 保た い 今後施設 老朽化等

施設更新 増加し歳入歳出 バラン 崩 た場合 料金改 等 必要

※反映さ た具体案 ト 段 改善 改革 概要 明

効
性
評
価

.成果 向 余地

浄水場 配水池維持管理事業



現状把握 部 Dｏ   現在や い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意図 事業 対象 う したい

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変化

 .対象 何 対象 し い ～人 公共施設 自然資源

,

％

, ,

人

ト タルコ ト ＋

間
人
件
費

.

新た 給水工事 対応及び配水設備 修理 実施昭和３３ 水 事業 創設 降 配水本管及び給水装
置等維持管理事業 始 現在 至 い

成果指標

 . 事務事業 開始した背  .事務事業 巻く状況 今後 予測 う変わ た う

％
成果指標

水 水 安定供給及び無効水量 減

配水本管及び給水装置 新設

目標目標
度度

予算 目標単 度

安全 水 水 安定供給

◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意図 成度合 表 指標

％

名 称

率

, ,

, ,

, , , ,

事務事業及び各指標 変更

, ,
, ,

, ,, ,

, , , ,

.

目標

度

, ,

単

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

名 称

及率 ％

度

戸給水装置設置個数

単

Kｍ配水本管延長

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

名 称

名 称

修理箇所数 箇所

度
度

作成日 成

開始 度 昭和
毎 繰返事業

水 事業

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者名
線番号

本 純

水 法

所属
部門

事務事業名 配水管及び給水管維持管理事業

成 事務事業マネ メント ト 
事務事業

性格

西川 一浩課長名

予算
科目

会計区 款 項

成事業期間

予算 事業名

度

目

線
水 課 水 工務係

日

水 配水管及び給水装置等 設置 維持管理業務 実施

総合
計
体系

配水管及び給水管維持管理事業

件給水工事件数 公 部

施策名

自然 調和した生活環境 整備 環境 保全

法 根

水 整備

基本目標

政策名

快適 安全安心 暮 し 支え ち く

訳 実績
度

事業費計 , ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 他 使用料等
投
入
量  職員従事人数

 一 般  源 , ,

,  

 

 人工数 業務量

活動指標 件
箇所

人件費計

,
Kｍ

対象指標 戸



◇ 民等 意見 要望  民 声 う 映さ た ト 段 改善 改革 概要 明

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 た評価
 必要性 あ 理由  必要性 い 理由

 大 縮 改革改善案  大 縮 い 理由

 向 改革改善案  向 い 理由

 廃 休 統廃合 影響 あ 理由  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理由

 益 担 適 あ 理由  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   民等 意見 要望や評価結果 た改革案 今後 度 降 計

度

降

組

々 率 減少傾向 あ た 漏水調査 行い 率 向 努 た法改 水 台帳 整備 義務化さ た
緊急 迅 対応 う 配水管路 電子台帳 ＧＩＳ 入 い 検討 行う

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

配水本管 劣化等 修繕事業費及び業務時間等 増加し いく た緊急時 迅 対応
う電子台帳整備 GI 必要性 あ た コ ト 増加

維持管理 民間委 方法 あ 必 し 削減 い

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い

度

組

地域 民 貴重 ライフライン あ 廃 休 民 生活 与え 影響 大
い 簡易水 事業 統合 進 事業名 変わ 配水本管及び給水管 維持管理 必要

事務事業 成果指標 さ
伸ば

水 課

.事業費 ト タルコ ト
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
した場合 支障 あ

.廃 休 類似事業
統廃合余地

成
果

.対象 意図 大 縮
余地

対象 意図 広 た 逆 狭
た い

. 民等 意見 要望

. 関与 必要性

所属部門事務事業名

維持 ○

成 度 雄馬別地区 一部区域 通水 開始 今 維持管理 行う水
管延長 増加 新規路線 い 埋設箇所等 把握し緊急時 迅 対応 う維

持管理 行う た給水装置 設置戸数 増加 見込 公 部 給水工事 い
増加 事 予想さ

削減

向

コ ト

増加

現状維持

 .改革 改善 期待成果

水 工務係

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 化余地

事務事業 税金
投入し 行わ ば

い

水 法第 条 規定 原則 し 事業 実施 た 民 重要 ライフライン 確保
公共 役割 あ

配水本管及び給水管 維持管理 水 水 安定供給 欠 い 事業 縮
い

常 水 水 安定的 供給 う計 的 維持管理し い 向 い

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課題や解決策 あ 場合 合わ 入

 事務事業 対し 民
 ット イ 広聴制度
 た 議会や関係者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

公 部 給水工事費 い 申請者 給水工事 担金 手数料等 担し い
費用 担 適 い

今後管路 老朽化等 管路更新 増加し歳入歳出 バラン 崩 た場合 料金改 等
必要

※ 映さ た具体案 ト 段 改善 改革 概要 明

効
性
評
価

.成果 向 余地

配水管及び給水管維持管理事業



現状把握 部 Dｏ   現 や い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意図 事業 対象 う したい

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変化

 .対象 何 対象 し い ～人 公共施設 自然資源

, ,ｍ

, ,

人

ト タルコ ト ＋

間
人
件
費

.

.
 

石綿セメント管布設換え事業 企業債 活用し計 的 実施し いく昭和３３ 水 事業創設時 水 及 進 進
た 配水管 し 石綿セメント管 敷設し た し し

昭和５ 入 石綿セメント管 漏水 多発し 率
した 昭和５ 鋳鉄管 布設換え事

業 開始さ た た 各種事業 伴い支障物 配水管
移設事業 行わ う た

成果指標 . .

 . 事務事業 開始した背  .事務事業 巻く状況 今後 予測 う変わ た う

％
成果指標

石綿セメント管 鋳鉄管 布設換え 災害 強い施設
配水管 漏水 抑制し 率 向 さ 経営 健全化

図

水 区域 配水管

％

目標目標
度度

予算 目標単 度

安全 水 水 安定供給

◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意図 成度合 表 指標

残存率

ｍ

称

石綿セメント管残存延長

, ,

, ,

事務事業及び各指標 変更

, ,

, ,, ,

, ,

.

目標

度

,

単

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

称

率 ％

度

単

Kｍ水 配水管延長

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

称

称

配水管布設換延長 ｍ

度
度

作成日 成

開始 度 昭和
毎 繰返事業

水 事業

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者
線番号

本 純

水 法

所属
部門

事務事業 配水管整備事業

成 事務事業マネ メント ト 
事務事業

性格

西川 一浩課長

予算
科目

会計区 款 項

成事業期間

予算 事業

度

目

線
水 課 水 工務

日

石綿セメント管 鋳鉄管 布設換え及び各種事業 伴う配水管 移設事
業 実施

総合
計
体系

配水管整備事業

ｍ配水管移設

施策

自然 調和した生活環境 整備 環境 保全

法 根

水 整備

基本目標

政策

快適 安全安心 暮 し 支え ち く

訳 実績
度

事業費計 , ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

, ,
 他 使用料等

投
入
量

, , , ,

 職員従事人数

 一 般  源 ,

,

 

 人工数 業務量

活動指標 ｍ
ｍ

人件費計

Kｍ
対象指標

 ％



◇ 民等 意見 要望  民 声 う 映さ た ト 段 改善 改革 概要 明記

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 た評価
 必要性 あ 理由  必要性 い 理由

 大 縮小 改革改善案  大 縮小 い 理由

 向 改革改善案  向 い 理由

 廃 休 統廃合 影響 あ 理由  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理由

 益 担 適 あ 理由  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   記 民等 意見 要望や評価結果 た改革案 今後 度 降 計

度

降

組

関 課 連携 図 路整備工事等 時施工 実施 工事費 削減

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

漏水 減 し 災害 強い施設 目指 事業 あ 石綿セメント管 布設換え 行わ い
成果 た 削減 い

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い

度

組

地域 民 貴重 ライフライン あ 外 い石綿セメント管 使用
民 生活 与え 影響 大 い

事務事業 成果指標 さ
伸ば

水 課

.事業費 ト タルコ ト
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
した場合 支障 あ

.廃 休 類似事業
統廃合余地

成
果

.対象 意図 大 縮小
余地

対象 意図 広 た 逆 狭
た い

. 民等 意見 要望

. 関与 必要性

所属部門事務事業

維持 ○

計 的 布設換え 実施

削減

向

コ ト

増加

現状維持

 .改革 改善 期待成果

水 工務

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 化余地

事務事業 税金
投入し 行わ ば

い

水 法第 条 規定 原則 し 事業 実施 た 民 重要 ライフライン 確保
公共 役割 あ

石綿セメント管 残延長 少 く 早急 布設換え 実施し 大 効果 得 いえ い
計 的 布設換え 進 いく

安定した水 水 供給 確保さ い 向 い

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課題や解決策 あ 場合 合わ 記入

 事務事業 対し 民
 ット イ 広聴制度
 た 議会や関 者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

水 区域 簡易水 区域 水 使用料金 一単価 あ 区域 差 い料金体系
い 現状歳入歳出 バラン 益者 担 原則 保た い 今後施設 老朽化等

施設更新 増加し歳入歳出 バラン 崩 た場合 料金改 等 必要

※ 映さ た具体案 ト 段 改善 改革 概要 明記

効
性
評
価

.成果 向 余地

配水管整備事業



現状把握 部 Dｏ   現在や い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意図 事業 対象 う したい

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変化

 .対象 何 対象 し い ～人 公共施設 自然資源

, ,

人

ト タルコ ト ＋

間
人
件
費

.

各種機器 劣化 進 故障対応 能 機器 あ 計 的 更
新 進 い ば い

成 度 雄馬別地区 水 区域 張 目
的 認 変更した 第６期 張事業 開始した た 既
存機器 経 劣化 再整備 合 実施

成果指標

 . 事務事業 開始した背  .事務事業 巻く状況 今後 予測 う変わ た う

％
成果指標

水 施設 更新 設備 機能強化及び 及地域 配水管布設 伴
う供給施設 整備

水 施設 整備及び配水管 布設

目標目標
度度

予算 目標単 度

安全 水 水 安定供給

◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意図 成度合 表 指標

称

機器整備 数

, ,

, , , ,

事務事業及び各指標 変更

, ,
, ,

, ,, ,

.

目標

度

, ,

単

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

称

及率 ％

度

単

施設機器数

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

称

称

浄水場 配水池数 箇所

度
度

作成日 成

開始 度 昭和
毎 繰返事業

水 事業

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者
線番号

純

水 法

所属
部門

事務事業 水 第６期 張事業

成 事務事業マネ メント ト 
事務事業

性格

西川 一浩課長

予算
科目

会計区 款 項

成事業期間

予算 事業

度

目

線
水 課 水 工務係

日

成 度 水 事業変更認 申請 行い 浄水場 増設及び更新さ
雄馬別地区 水配水池等 新設 配水管布設事業 進

総合
計
体系

水 第６期 張事業

施策

自然 調和した生活環境 整備 環境 保全

法 根

水 整備

基 目標

政策

快適 安全安心 暮 し 支え ち く

訳 実績
度

事業費計 , ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

, ,
 他 使用料等

投
入
量

, , , ,

 職員従事人数

 一 般  源 ,

 人工数 業務量

活動指標
箇所

人件費計

対象指標



◇ 民等 意見 要望  民 声 う反映さ た ト 段 改善 改革 概要 明記

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 た評価
 必要性 あ 理由  必要性 い 理由

 大 縮小 改革改善案  大 縮小 い 理由

 向 改革改善案  向 い 理由

 廃 休 統廃合 影響 あ 理由  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理由

 益 担 適 あ 理由  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   記 民等 意見 要望や評価結果 た改革案 今後 度 降 計

度

降

組

営事業側 進捗状況 打合 全体調整 図 給水 能 区域や事業 進捗状況 把握し地元 調整 努 た既存
施設 い 計 的 更新 耐震化工事 進

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

機器 更新及び配水管布設事業 あ 更新時期 遅 た 及地域 配水管布設
行 わ い 成果 た 削減 余地 い た既存施設 い 耐震化

工事 必要 た コ ト 増加

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い

度

組

地域 民 貴重 ライフライン あ 廃 休 民 生活 え 影響 大
い

事務事業 成果指標 さ
伸ば

水 課

.事業費 ト タルコ ト
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
した場合 支障 あ

.廃 休 類似事業
統廃合余地

成
果

.対象 意図 大 縮小
余地

対象 意図 広 た 逆 狭
た い

. 民等 意見 要望

. 関 必要性

所属部門事務事業

○

維持

水 及区域解消事業 し 行 いた 営雄馬別第 地区 い 成 度 日
一部区域 通水 開始 今後 い 地元期成会及び振興局 調整 情報交換等 密
行い 事業 滑 推進 図 た 水 事業 し 端配水管布設工事 実施

既設施設 設備 い 坂 配水池 耐震補強工事 芽室浄水場耐震補強実施設計 計
的 更新 耐震化 進 削減

向

コ ト

増加

目的 充

 .改革 改善 期待成果

予算増大

水 工務係

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 化余地

事務事業 税金
投入し 行わ ば

い

水 法第 条 規定 原則 し 事業 実施 た 民 重要 ライフライン 確保
公共 役割 あ

経 した機器 更新及び 及地域 配水管布設事業 あ 適 あ

安定した水 水 供給 確保さ い 向 い

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課題や解決策 あ 場合 合わ 記入

 事務事業 対し 民
 ット イ 広聴制度
 た 議会や関係者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

水 区域 簡易水 区域 水 使用料金 一単価 あ 区域 差 い料金体系
い 現状歳入歳出 バラン 益者 担 原則 保た い 今後施設 老朽化等

施設更新 増加し歳入歳出 バラン 崩 た場合 料金改 等 必要

※反映さ た具体案 ト 段 改善 改革 概要 明記

効
性
評
価

.成果 向 余地

水 第６期 張事業


